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研究成果の概要（和文）：伊豆大島、広島の土砂災害範囲内の住宅開発代替案の可能性を模擬検証した。その結
果、自然立地的土地利用計画、Ecological Planning(E・P)、Swarm Planningに基づく計画案では実際の被害場
所以外に住宅適地を選択する確率が高いことを定量的に示すことができた。被災面積は50%から20%に縮小でき、
最大で家屋および死者の被害を社会コストベースにて広島で60％、伊豆大島で95％も縮小できた可能性を指摘し
た。また東日本大震災後の福島県における住宅移転において、E・Pを活用した本研究の計画により将来的な災害
リスクを回避しつつ、再建住宅の価値を高める実際の開発にも寄与できた。

研究成果の概要（英文）：This study simulates and verifies the possibility of housing development 
alternatives in the areas attacked by a landslide disaster in Izu Oshima and Hiroshima. As a result,
 it was quantitatively confirmed that it is possible to select a suitable residential area outside 
the landslide disasters site by using three planning methodology: 1.Landscape planning methodology 
which is based on land use continuity, 2.Ecological planning, 3. Swarm planning.　The damaged area 
was reduced from 50% to 20%. And social cost of damage to houses and the number of dead people could
 have been reduced by as much as 95% in Hiroshima, and by 60% in Izu Oshima. In addition, in 
Fukushima Prefecture, after 2011 Japan Earthquake and Tsunami disaster, the author contributed to 
the actual house relocation development in order to increase the value of reconstructed housing, 
avoiding the future disasters' risk through this Ecological planning simulations.

研究分野： 都市・地域計画

キーワード： 災害復興　持続可能な開発　土地利用政策　防災便益　非防災便益　レジリエンス　自然災害　グリー
ンインフラ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
その成果は、Resilience by Design of International Federation of Landscape Architects 2018, Natural 
Disasters and Weather Extremes部門でOutstanding Awardsを受賞し、一部論文としてもまとめられた。急激な
人口減少及び高齢化に直面するわが国において、トータルの社会資本の投下をなるべく抑え、持続的かつ安全で
快適な地域開発を行うためにランドスケープ・プランニング手法が活用される意義は大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
   ランドスケープ・プランニング手法 (以下 L・P 手法)は開発と保全のバランスを図る広域的
な計画論として、ボストンフェン、ウッドランドにおける地域計画に適用され、洪水防止と親
水空間の整備の両立を実現させた。しかし災害の予防効果や計画の持続性に着目し、L・P 手
法を論じた研究は非常に少なく、その有効性は正当に評価されていない。 
その主要な理由は、総合的な地域開発のライフサイクルアセスメント(以下 LCA)の欠如にある
と考える。これまでは、地域計画に関わる様々な決定は、住宅計画、エネルギー政策、防災計
画ごとの事業方針に基づき個別に実施され、それらの相互関係や開発が地域に与える負のイン
パクトは、ほぼ検討されてこなかった。 

例えば、福島第一原子力発電所の海水利用の面で利便性がある海岸部への建設は、その計画
により短期的には多くの利益を地元に呼び込んだものの、福島第一原子力発電所の事故により、
15 万人もの福島県民が移住を余儀なくされ、その人々の補償も含めて、事故の収束には今後も
多額の費用が税金から投入されることになる。日本政府は震災による直接的な被害額を 16 兆
円から 25 兆円と試算している。この額は、被害が大きかった岩手・宮城・福島の 3 県の県内
総生産の合計に匹敵する。 

 
２．研究の目的 
①L・P 手法は開発と保全のバランスを図る広域的な計画論として、ボストンフェン、ウッ

ドランドと呼ばれる地域計画に適用され、洪水防止と親水空間の整備の両立を実現させた。し
かし、L・P 手法による災害の予防効果や開発結果の持続性に着目した研究は非常に少なく、
その有用性は正当に評価されていない。 
②東日本大震災、集中豪雨による土砂災害など、実際に大規模な被害を受けた開発地(福島県、

伊豆大島、広島市)を対象に、エコロジカル・プランニングや自然立地的土地利用計画などの、
L・P 手法による開発が実現していた場合の被害や、その後の復興・補償費用の軽減効果につ
いて試算を行う。 
③急激な人口減少及び高齢化に直面しているわが国において、トータルの社会資本の投下を

なるべく抑え、持続的かつ安全で快適な地域開発が行われることの意義は極めて大きい。本研
究はこのような計画の実現に大きく寄与できる可能性がある。また、開発後の地域においても
同様の検討を行うことで、どのような事後対応が可能であるかについて計画論的に分析を行う。
これにより現在の計画における改善策を導き出す。 

 
３．研究の方法 
   東日本大震災、集中豪雨による土砂災害など、実際に大規模な被害を受けた開発地を対象に、
エコロジカル・プランニングや自然立地的土地利用計画などの、L・P手法による開発計画が実
現していた場合の被害の軽減効果や、その後の復興・補償費用の違いについて試算を行う。 
本研究では、特に日本の自然災害を代表する地震と津波、土砂災害の甚大な被害を受けた福島
県海岸部の自治体と伊豆大島、広島市の住宅および人工改変地を対象に、1970 年以降の住宅地
の無秩序なスプロールが開始する時期における、L・P手法による代替開発計画を策定する。模
擬提案ではその場所が災害地であることを伏せた状態で提案を行わせた。GIS によりその適地
選択の場所と面積を集計し、その計画が実現した場合の実際に起こった災害の軽減・回避効果
を検討した。被害額は直接的な住宅試算の被害や、失われた人命の補償等に関わる費用の地域
単位としてのライフサイクル・アセスメント(以下 LCA)を実施した。 
   ①Ⅰ.総合的な環境区分の特性と災害危険度を可視化するエコロジカル・プランニング、Ⅱ.
過去の土地利用情報の活用による自然立地的土地利用計画手法(上原科研若手 B 22760455)、Ⅲ.
計画段階でその地域おける対立する計画課題をヒントとして活用するスワム・プランニングの
３つの L・P手法に関して有用性を比較検証する。３つの異なる計画手法を試すことで、災害と
の適合性についても明らかにする。 
 
４．研究成果 
  伊豆大島、広島の土砂災害範囲内の住宅開発代替案の可能性を模擬検証した。その結果、
自然立地的土地利用計画、エコロジカル・プランニング(E・P)、スワム・プランニングに基づ
く計画案では実際の被害場所以外に住宅適地を選択する確率が高いことを定量的に示すことが
できた(図 1,2)。被災面積は 60%から 20%も縮小でき、最大で家屋被害および死者被害の社会コ
ストを広島で 60％、伊豆大島で 95％も削減できる可能性を指摘した（表 1,2）。 
  今回の試算では各手法別の提案された住宅適地で過半数の被験者(50%)が重複して選択した
エリア内に住宅開発を集約した住宅開発を行う想定とした。 
また東日本大震災後の福島県における住宅移転において、E・Pを活用した本研究の計画によ

り将来的な災害リスクを回避しつつ、再建住宅の価値を高める実際の開発にも寄与できた。そ
の成果は、Resilience by Design of International Federation of Landscape Architects 
2018, Natural Disasters and Weather Extremes 部門で Outstanding Awards を受賞し、
一部論文としてもまとめられた。 
 
 



 
 
 
 
 
 

スワムプランニング 

自然立地土地利用計画 エコロジカルプランニング 

図 2 広島土砂災害地における３手法ごとの住宅開発代替案のシミュレーション結果 
     赤枠は実際の土砂災害の範囲、グレー濃度が高いエリアが各提案で重複選択された住宅適地 

図 1 伊豆大島土砂災害地における３手法ごとの住宅開発代替案のシミュレーション結果 
     赤枠は実際の土砂災害の範囲、グレー濃度が高いエリアが各提案で重複選択された住宅適地 

スワムプランニング 

自然立地土地利用計画 エコロジカルプランニング 
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伊豆大島
土砂災害

現状
スワム

プランニング
自然立地的

土地利用計画
エコロジカル
プランニング

災害エリア内の
住宅面積 (m2)

53456 24275 10306 2799

面積割合 (%) 100 45 19 5
被害額 (億) 11894 5401 2293 623

表 1 伊豆大島土砂災害地における３手法別の住宅開発代替案による被害軽減シミュレーション 

家屋被害額算出:被災家屋延床面積*都道府県別１m^2 評価額*被害率, 

死者被害額算出：死者数*(250000000*2007 比 GDP デフレーター*全国平均比該当地域年収) 

広島土砂災害 現状
スワム

プランニング
自然立地的

土地利用計画
エコロジカル
プランニング

災害エリア内の
住宅面積 (m2)

54285 11526 21787 11256

面積割合 (%) 100 21 40 21
被害額 (億) 15706 3335 6304 3257

家屋被害額算出:被災家屋延床面積*都道府県別１m^2 評価額*被害率, 

死者被害額算出：死者数*(250000000*2007 比 GDP デフレーター*全国平均比該当地域年収) 

表２ 広島土砂災害地における３手法別の住宅開発代替案による被害軽減シミュレーション 
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